
甲南大学・経済学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４５０６

基盤研究(C)（一般）

2017～2015

生活の質の決定要因分析ー都市化がもたらす利益と損失の経済学的評価

Analysis of factors determining the quality of life: The evaluation of pros and 
cons of urbanization

１０３７９４６４研究者番号：

石川　路子（伊藤路子）（Ishikawa, Noriko）

研究期間：

１５Ｋ０３４９３

平成 年 月 日現在３０   ６   ７

円     3,400,000

研究成果の概要（和文）：「都市化が人々のQoL（生活の質）にもたらす効果を明らかにする」という本研究の
目的を達成するため、申請者は都市を構成するさまざまな要素が人々のQoLに与える影響を最適な理論モデルを
検討／構築し、国内外を含めさまざまなデータを用いて実証分析を行った。結果として、都市／郊外という従来
の分類に基づく分析は、人々のQoLに与える要因を潜在化させる可能性が高いこと、人々のQoLの代理変数として
健康水準指標は一定有効であるものの、人々の転居希望もQoLを示す効果的な指標になりうること、人々のQoLが
年齢階層や地域の有する環境特性（ソフト／ハードを含む）によって大きく異なるという結論を得ることができ
た。

研究成果の概要（英文）：The main purpose of this research is to evaluate the effects of urbanization
 on people’s QoL (Quality of life). We construct the theoretical model, which specifies the 
individual, social, and regional factors that determine QoL and select the most appropriate model 
using inter-regional or inter-national data.  The results have shown that the urban/rural dichotomy 
seems to be inadequate to examine “contextual” effects on people’s QoL because of the existence 
of intra-urban and intra-rural heterogeneity. We also note that the preference for moving to a new 
house/community would also one of the good predictors of QoL although objective and subjective 
health outcomes, such as self-rated health and morbidity, are always used as proxies for QoL. 
Moreover, we clarify that the QoL is statistically and significantly related to individual 
characteristics (in particular, age) as well as region-specific environment (e.g., accessibility to 
medical facilities, safety, and living costs).

研究分野：都市経済学

キーワード： Quality of life　都市化　地域間格差　指標化
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１．研究開始当初の背景 
我が国における人口減少の動向の特徴と
して、顕著な地域間格差が挙げられる。国連
の経済社会局(DESA; Department of Economic 
and Social Affairs）の発表によると、2015
～20 年にかけて我が国の人口は、都市部では
0.37%の人口増加が見込まれているのに対し、
それ以外の地域では 6.34%の人口減少が予測
されている（UNDESA,2014）。このような都市
部へのさらなる人口集中は、OECD 諸国や中国
でも見られるが、我が国の地域間における人
口偏在は OECD 諸国の中で最も顕著であり、
他に類を見ない地域格差が存在している国
の一つであると言える。 
2014 年 5月、日本創成会議・人口減少問題
検討分科会は若年（20～39 歳）女性人口が
2040年に5割以上減少する市町村が全市町村
の49.8%に達するという推計結果を発表した1。
今後予想される都市部へのさらなる人口の
集中とそれに伴う市町村間格差は、人々の生
活水準の格差拡大に拍車をかける要因にな
ると考えられる。 
過疎化による社会機能の低下が危惧され
る市町村では、これまで観光客の誘致など交
流人口の拡大のみならず、U、Iターン者の誘
致など、定住人口の維持・増加の推進を積極
的に行ってきた。しかしながら、大都市圏に
比べ地方圏の持つ人口誘引力は未だ弱く、各
市町村は人口水準・社会機能の維持に多くの
課題を抱えている2。 
多様な財・サービスの存在や市場の集中に
よる取引費用の低下、活発な労働市場の存在
など、多くの便益が期待できることを理由に
人々は都市部に集積する。その一方で、都市
部では、生活費の上昇、交通渋滞などによる
輸送費用の増加、過度な社会的ストレスとい
った費用も高く、都市における QoL（生活の
質；Quality of Life）は必ずしも高いとは
言い難い。 
都市化（Urbanization）が人々の QoL にど
のような影響をもたらしているのか。この命
題に対し、これまで地域医療、公衆衛生、都
市計画、建築学、移民政策、社会疫学など、
さまざまな分野／視点から研究が行われて
きた(Ishikawa et al., 2015)。産業革命以
降の都市への過剰な人口流入による都市環
境の悪化から、Urban Penalty（都市の代償）
という概念が生まれ、世界保健機構（WHO）
をはじめ多くの研究者が都市部における QoL
の格差・低下を解決すべき課題として指摘し
ている（WHO-CHD, 2010）。しかしながら、都
市化とQoLとの相関の方向性やレベルは扱う

                                                  
1 本推計結果は地域間の人口移動が収束しないと仮定し
た場合の値である。収束した場合（国立社会保障・人口
問題研究所の推計結果を前提とした場合）、この数値は
20.7％となる。 
2 自立的で持続的な社会の創生を目標とした「まち・ひ
と・しごと創生本部」（2014 年 9 月 3 日創設）の有識者
懇談会の中でも人口の地方回帰の重要性が再確認され
ている。 

国やデータによって不安定であり、都市化と
QoL との関係性について、未だ明確な結論が
出ていないのが現状である3。 
 
２．研究の目的 
以上のような社会的背景／先行研究の状
況を踏まえたうえで、都市化が人々の QoL に
どのような影響をもたらしているのか、その
メカニズムを明らかにすることが本研究の
目的である。都市化の影響が不安定な理由の
一つは「都市」が一義でないことに加え、都
市のもつ多様性によるものである（Ishikawa, 
et al., 2015）。そこで、本研究では、都市
化の定義およびQoLの測定方法を先行研究等
により整理したうえで、都市の構成要素を細
分化したうえで、それぞれの要素が人々の
QoL に与える影響を精緻に分析・検討する。 
 
３．研究の方法 
本研究は都市を構成するさまざまな要素
がどのように人々のQoLに影響をしているか、
を解明することを分析の軸とする。先述の通
り、本研究は学問横断的に行われているため、
整理すべき先行研究も多い。このため、3 カ
年の研究期間の中で、効率的かつ計画的に研
究を推進できるよう、これまでの研究成果や
国内外の研究者とのネットワークを適宜活
用するものとする。具体的には、(1)関連の
先行研究の整理、(2)都市化の定義の整理、
(3)QoL（目的関数）の整理、(4)都市の構成
要素の分類、(5)構成要素の QoL に与える影
響の計測、を順次行う。研究は、経済学を軸
に、理論モデルの構築、実証による検証／分
析という形で行っていく。なお、実証分析に
おいては、日本・海外のデータを用いること
で、より普遍的な研究成果を得るものとする。 
なお、本研究は基本的に申請者が単独で実
施するものであるが、研究期間内により効率
的かつ計画的に研究を推進できるよう、また
研究をより価値の高いものへと昇華させる
ことができるよう、これまでの研究成果や国
内外の研究者とのネットワークを適宜活用
した。具体的には、計量経済学の幅広い知見
を有する福重元嗣氏（大阪大学大学院経済学
研究科教授）に加え、空間経済学の世界的権
威である Prof. Dr. Peter Nijkamp（Vrije 
Universiteit, Amsterdam, The Netherlands）、
都市経済学の分野で活躍する Dr. Karima 
Kourtit や Dr. Masood Gheasi らと適宜連携
を取りながら、研究を遂行した。 
 
４．研究成果 
（１）都市化の定義の整理 
総務省統計局は、人口規模に応じて 10 の
大都市圏および4つの都市圏を設定している。
しかし、金本・徳岡（2001）が指摘するよう

                                                  
3 この一連の研究は、申請者が代表者となる科学研究費
補助金研究「我が国におけるエンド・オブ・ライフ・ケ
アの経済学的分析」（2011-2014 年、若手研究（B）、課題
番号 23730291）の助成を受けて実施したものである。 



に、我が国では明確な「都市圏」が設定され
ておらず、各研究者がそれぞれ独自の指標に
基づき定義しているのが状況である。このよ
うな課題を背景に、本研究のキーワードとな
る「都市化」についても確固とした定義が存
在しないのが日本の現状である。 
一方、欧米諸国では従来から「都市圏」「都
市化」の定義は明確に設定されてきた。詳細
の説明については Ishikawa et al.(2015)に
委ねるが、アメリカでは、定住人口や流動人
口の動向など、基本的に人口規模に応じ定義
されているのに対し、ヨーロッパの国々では
人口のみならず世帯構成や社会経済的な要
素によって都市が定義されている。特にイギ
リスにおいては ACORN（A Classification of 
Residential Neighbourhoods）と呼ばれる独
自の類型化によって、地域特性に応じた人々
の QoL の差が分析／評価されている。すなわ
ち、これらの国々では、地域特性が人々の QoL
に大きな影響を与えることが既に周知の事
実であり、これらの結果に基づく政策が積極
的に展開されているということが予想され
る。この事実は、今後さらなる地域格差が懸
念される我が国においても、「都市化」の明
確な定義の確立とそれに応じた人々のQoLの
評価は、取り組むべき課題の一つであると考
えられる。 
 
(2)QoL（目的関数）の整理 
人々のQoLをどのように測定するのかとい
う命題は、学問横断的にさまざまな研究が存
在するなかで、これを統一化することは難し
いのが現状である。 
ただ、欧米諸国を中心とするさまざまな研
究を概観すると、人々の QoL の代理変数とし
て、健康における成果指標（health outcome）
を用いるのが一般的であるとされている。世
界保健機構も成果（outcome）を「対象とな
る人々に対する一連の過程が及ぼす効果」と
定義したうえで 4、主観的な健康水準
（self-perceived health status）などを具
体的な指標の一つとして示している
（WHO-HIA）。すなわち QoL の代理変数として
は一般に人々の健康水準を示すものを採用
することが望ましいと考えられる。Ishikawa 
et al.(2015)においても議論しているが、主
観的健康指標（Self-rated health; 以下、
SRH）が最も使われているかつ信頼度の高い
指標の一つであると言えよう5。 
その一方で、健康水準ではなく人々が抱く
転居希望も人々のQoLを示す一つの指標とし
て捉えることができるのではないか。本研究
ではこのような着想に基づき、転居希望要因
を分析することで、住む場所／地域に対する

                                                  
4 原文は“The effect the process has had on the people 
targeted by it.” 
5 先行研究では、例えば死亡率や罹患率など、客観的健
康指標（objective health status）と比較しても、SRH
は人々の健康指標を示す適切な指標であることが示さ
れている（Ishikawa et al., 2015）。 

満足度、すなわち人々の QoL に与える諸要因
を明らかにするという研究の軸を整理する
ことができた。 
 
(3)都市化が QoL に与える影響 
以上のような先行研究の整理を踏まえた
上で、都市化が QoL に与えた影響を分析／評
価した研究が、成果論文① Gheasi et 
al.(2018)である。本論文では、メタアナリ
シス（Meta-analysis）分析の手法を用い、
都市／郊外という都市環境類型が人々の健
康に与える効果を海外の先行研究から検証
するものである。上述のように、都市の定義
が統一化されていないこと、また QoL の計測
方法も様々であることを考慮し、本研究では、
①ロジスティック回帰（logistic regression）
による分析を用いた、②QoL の指標（目的関
数）として SRH を使用している、③都市／郊
外の類型化が明示的に示される、という共通
項を持つ研究論文を抽出し、都市化が与える
影響を分析している。結論として（大きな差
が存在するわけではないが）郊外に住む人々
は都市に住む人々に比べ比較的健康である
こと、さらに地域の GDP や人口、失業率等の
地域指標が人々の健康水準に大きく影響す
ることが明らかとなっている。 
先述のように、QoL の代理変数として健康
成果指標が用いられることが一般的である
が、人々の QoL の水準を「転居ニーズ」によ
って計測可能であると仮定し、分析を行った
研究成果を示す論文が、 Ishikawa and 
Fukushige (2015)（成果論文②）、石川・福
重 (2018)（成果論文③）である。 
Ishikawa and Fukushige (2015)は、加齢
に伴う住環境ニーズの変化に伴い発生する
ことが予想される人々の居住選択行動、すな
わち転居希望要因を明らかにすることを目
的とするものである。人々の転居に対する意
思は、人々の現時点での生活に対する満足度、
換言すればその環境特性による人々のQoL水
準を示すものである。これを代理変数として
用いて分析を行うことで、健康成果指標とは
違った角度からQoLの決定要因を分析／評価
した。 
具体的には、関東地域の居住者に対するア
ンケート調査によって得られたデータに基
づき、転居希望要因をより精緻に推定するた
めの新たなモデルをプロビッドモデルを応
用した形で構築している。本論文ではアンケ
ート調査データからより的確に人々の居住
環境ニーズを把握するため、転居要因の潜在
的なインデックス（dissatisfaction index）
を新たに開発し、モデルを定式化、分析を行
った。結果として世代に応じて居住環境ニー
ズは異なること、特に高齢者層は医療施設の
近接性など交通の利便性が世帯の転居行動
決定要因の一つになっていることが明らか
とされており、コンパクトシティの構築など
空間的なアクセシビリティの改善は高齢社
会の進展の中でますます重要な課題である



ことが示唆されている6。 
本研究で明らかとなったのは、①世代に応
じて（同じ都市環境においても）人々の QoL
の評価が大きく異なること、②交通の利便性
など空間的なアクセシビリティが人々の QoL
に大きな影響を及ぼしていることである。 
これは、人口規模による都市／郊外の類型
化だけでは、都市化が QoL に与える要因を明
確に捉えることが不十分であり、都市構造な
どより都市環境／地域環境特性を踏まえた
分析が必要であることを意味する結果であ
ると言えよう。 
これらの結果を受けて、石川・福重 (2018)
では、世代／地域環境特性が QoL に与える影
響をより精緻に分析するため、京都市、大阪
市在住の居住者に対するアンケート調査を
実施、プロビットモデルを用いて、転居希望
要因を推計／分析している。結果として、
人々を取り巻く住環境が将来の転居希望に
大きく影響すること、換言すれば、住環境そ
のものが人々のQoLに大きな影響を及ぼして
いることが明らかとなっている。この住環境
には単に「住みやすさ」だけではなく「働き
やすさ」など生活基盤としての環境を含むこ
とが示唆されると同時に、同じ環境特性でも
世代によってそれに対するニーズ、評価が異
なるという結果は、人々の QoL の向上に資す
る都市環境整備を考えるうえでも多くの示
唆を与える結論であると言える。 
これまでの都市基盤整備は、社会資本の量
的充足を目的に行われてきたが、本研究の結
果は人々の住環境ニーズがソフト面を含む
質的な要素も包含しており、それが人々の
QoL の評価に大きくつながっている可能性を
強く示すものである。これは地方への人口回
帰の効果的な方策を考えるうえでも大きな
問題提起を与えるものであろう。 
これらの一連の研究成果から、改めて人々
のQoLの代理変数をどのように設定するのか、
という命題についてより綿密に検討する必
要があると考えた。この点から、研究を進め
たのが、成果論文④Ishikawa and Fukushige 
(2018a)および⑤Ishikawa and Fukushige 
(2018b)である。 
Ishikawa and Fukushige (2018a)では、わ
が国における死亡率の地域格差の要因を分
析することを目的としたものである。粗死亡
率（crude death rate）を人々の QoL の代理
変数として設定し、その決定要因を分析した
論文は少なからず存在するが、年齢別の粗死
亡率毎にその決定要因を精緻に分析した先
行研究は申請者の知る限り存在しないとい
う点で、本論文は独自性が高い。具体的には、
日本の都道府県レベルのデータを用い、まず
一階差分（first-differencing approach）
により目的関数に影響を与える可能性のあ
る各地域特有の観察不可能な特性を排除す

                                                  
6 なお、本論文は2016年11月、応用地域学会論文賞（Best 
Paper Award of ARSC）を受賞している。 

るモデルを設定／構築したうえで、SUR
（Seemingly Unrelated Regression）という
手法を用いた分析を行っている。SUR は、一
見無関係な複数の方程式の間の誤差項の相
関を考慮する際に有効な推計方法の一つで
ある。本論文では各年齢階層（5 歳刻み／17
の階層）の粗死亡率（一階の差分）の推定式
の誤差項が互いに相関を持つと仮定し、分析
を行った。この精緻な推定から算出された年
齢階層毎の粗死亡率を用い、各都道府県の寿
命を推定することによって都道府県レベル
のQoLの差を明らかとしている。結果として、
粗死亡率の決定要因は年齢階層によって大
きく異なること、また地域の雇用率や非正規
雇用率等その地域の経済社会指標が年齢層
の粗死亡率に統計的有意なかつ異なる影響
を与えていることが明らかとなっている。ま
た、高度かつ専門的な医療を提供する施設の
存在も粗死亡率を抑制する効果を持つとい
う結果は、今後我が国における保健医療政策
に大きな示唆を与えると考えている。 
Ishikawa and Fukushige (2018b)は、医療
統計学等で使われることの多いプロペンシ
ティ・スコア・マッチング（Propensity score 
matching）の手法を応用し、病院と診療所の
利用者間で医療費の自己負担額に明確な差
があるかどうかを明らかにするものである。
多くの先行研究でも明らかにされてきたよ
うに、人々の QoL は所得や世帯個人の属性に
大きく依存する（Ishikawa et al., 2015）。
さらに石川・福重（2018）では、家計の収入
そのものよりも土地／建物の賃貸料やロー
ン返済額など居住コストの負担感が人々の
QoL に大きな影響を与えていることが明らか
となっている。本論文では、人々の「かかり
つけ医」を持つという医療施設の選択行動に
着目し、居住場所からの病院や診療所への近
接性が人々のかかりつけ医の選択にどのよ
うな影響を与えているのかを明らかにする
と同時に、その選択が各個人の金銭的負担に
どのような影響を及ぼしているのかを分析
するものである。結果として、医療施設への
アクセシビリティ（近接性）が人々の選択行
動に大きな影響を与えている一方で、病院／
診療所の選択による金銭的負担においては
統計的に有意な差は見られないことが明ら
かとされている。これは、軽症にもかかわら
ず不必要に大規模病院を選択することによ
る追加的な金銭的コスト負担がほとんど存
在しないことを意味するものであり、現状の
政策が人々を大規模病院から小規模病院や
診療所へと誘導するインセンティブとして
有効に機能していないことがうかがえる結
論であると言えよう。 
 
(4)研究のまとめと今後の展望 
「都市化が人々のQoLにどのような影響を
もたらしているのかを明らかにする」という
本研究の目的を達成するために、申請者は都
市化の定義、QoL の測定方法を整理したうえ



で、都市のさまざまな構成要素が人々の QoL
に与える影響を最適な理論モデルを検討／
構築し、国内外を含めさまざまなデータを用
いて実証分析を行った。 
結果として、都市／郊外という粗い分類に
基づく分析は、人々の QoL に与える要因を潜
在化させてしまう可能性が高いことが明ら
かとなった。また人々の QoL の代理変数とし
て健康水準指標は一定有効であるものの、
人々の転居希望も人々のQoLを示す効果的な
指標になることも有益な知見の一つである。
また、人々の QoL が年齢階層や地域の有する
環境特性（ソフト／ハードの両面を含む）に
よって大きく異なるという結果は、QoL の分
析を精緻なデータを用いてより丁寧に分析
するべきであることを結論づけるものであ
ると言えよう。 
以上の研究成果は、単に都市における人々
のQoLが個人属性だけではなく彼ら／彼女ら
が住む地域の有する特性に依存しているこ
とを明らかにしただけではなく、人々を誘引
するような都市環境形成の方向性を示唆す
るものである。より多くの人々が QoL の高さ
を実感できる社会を構築することは、人口減
少という社会情勢の中でさらに重要視され
る課題の一つである。今後は、障害者などと
いった社会的弱者に焦点を当て、彼ら／彼女
らのQoLに影響を与える要因を分析すること
で、我々が目指すべき都市像をより具体化し
たいと考えている。 
最後に、以上の研究は本科学研究費補助金
からの十分な助成によって円滑かつ計画的
に遂行することができたことについて記し
て謝意を表したい。 
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